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第１章 地盤モデル・震源モデルの作成と地震動・液状化・急傾斜地崩壊の想定手法 

 

 ※ 津波の想定については、平成 27 年 3 月に津波防災地域づくりに関する法律に基づい

て実施した津波浸水想定の結果を用いている。 

 

１．１ 地盤モデルの作成方法 

地震動計算のためには、地震波の伝播・増幅過程に関連する地盤モデル（速度構造モデ

ル）が必要である。地盤モデルとして、文部科学省地震調査研究推進本部の「強震動予測

手法レシピ」※１に準じて、以下の考え方で地盤モデルを作成した。 

※１：文部科学省地震調査研究推進本部（2008）：震源断層を特定した地震の強震動予測手

法（「レシピ」）（平成 20 年４月 11 日更新） 

 

○震源～地震基盤（Vs＞3.1km/sec）上面まで：Zhao and Hasegawa(1994)※２に基づき

設定 

○地震基盤上面～工学的基盤（Vs0.3～0.8km/sec）上面まで：深部地盤モデルとして

作成 

○工学的基盤上面～地表面 ：浅部地盤モデルとして作成 

※２：Zhao D., A. Hasegawa, and H. Kanamori(1994):Deep structure of Japan 

subduction zone as derived from local, regional, and teleseismic events, 

Jounal of Geophysical Research, 22,313-327. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1 地盤モデルの模式図 
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(1) 深部地盤モデル 

震源から工学的基盤までの地震動計算の深部地盤モデルとして、内閣府の「首都直下地震モデ

ル検討会」において検討された震度分布で用いられた深部地盤モデルを用いた。これは、「南海ト

ラフの巨大地震モデル検討会」で用いた、地震調査委員会による「全国１次モデル（暫定版）」を

基に、首都直下及びその周辺における地震観測データを用いて地盤構造の修正を行ったものであ

る。 

表 1.1 に各層の物性値を、図 1.2 に各層の上面深度分布を示す。 

 

表 1.1 深部地盤モデルの物性値 

 

  

Layer Vp(km/s) Vs(km/s) ρ(g/cm3) Qp Qs
1 1.7 0.35 1.80 119 70
2 1.8 0.5 1.95 170 100
3 2.0 0.6 2.00 204 120
4 2.1 0.7 2.05 238 140
5 2.2 0.8 2.07 272 160
6 2.3 0.9 2.10 306 180
7 2.4 1.0 2.15 340 200
8 2.5 1.1 2.15 374 220
9 2.7 1.3 2.20 442 260
10 3.0 1.5 2.25 510 300
11 3.2 1.7 2.30 578 340
12 3.6 1.8 2.35 612 360
13 3.7 1.9 2.35 646 380
14 3.5 2.0 2.35 680 400
15 4.2 2.4 2.45 680 400
16 5.0 2.9 2.60 680 400
17 5.5 3.2 2.65 680 400

○ 

（出典）地震調査委員会（2012） 

（注） ○：神奈川県で出現する層 

○ 

○ 

○ 

○ 
○ 
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図 1.2 深部地盤モデルの各速度層上面深さ 
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(2) 浅部地盤モデル 

浅部地盤モデル作成作業の考え方と手順は、次のとおりである。 

 

ア ボーリングデータの収集・整理（データ更新） 

前回調査で収集したボーリングデータ（図 1.3）に加えて、データを新たに収集して

モデル作成に用いた。収集したボーリングデータから、位置、孔口標高、掘進深度、土

質・地質区分境界深度、Ｎ値頭をデジタル化した。新たに収集したボーリングデータの

数は、487 本（デジタル化されているデータ）である。以下の作業では、このデータを

ＧＩＳソフト上で処理して使用した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.3 前回調査時に収集したボーリングデータの分布図（計 43,380 本） 

 

イ 平野部・丘陵部の地盤モデル作成 

モデル作成のフローを図 1.4 に示す。以下に作業手順を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4 浅部地盤モデル作成のフロー 

 ボーリング資料
(地質区分・Ｎ値) 
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相関 
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度構造 

地震動の増幅率（メッシュ単位） 
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＜地盤モデル作成の手順＞ 

・ボーリングデータから、地表から深度数 10ｍ以浅までの範囲での主要な土質・物性値

（Ｎ値）境界となっており、かつある程度の広がりを示す地層境界を読み取る。 

・なお、新たに収集したボーリングデータを基に、一部のメッシュについてモデルの変

更を行うとともに、モデルの変更を行ったメッシュについては、水位の変更も行った。

新たに収集したボーリングデータは 487 本（図 1.5、デジタル化されているデータ）

であり、「浅部地盤モデル」を変更したメッシュは 154 メッシュ（全体の 0.4％）であ

る。ただし、前回調査までにボーリングデータを収集しているメッシュについては、

新たに収集したボーリングデータがあっても、基本的に「浅部地盤モデル」は変更し

ないものとした（該当するメッシュは 72 メッシュ：全体 0.2％）。 

・地層境界については、既往の地質資料を参考にして、表 1.2 に示した区分を設定した。

実際の作業では、地域別に表 1.3 のように区分した。 

・川崎市から横浜市、横須賀市、三浦半島部の地域にかけての、平野部のいわゆる沖積

層の下位には、上総層群相当層ないしそれより古い地層が出現することが多い。これ

らの地層は、浅部の風化部を除き、おおむねＮ値 50 以上を示す。これらの層の上面

を、工学的基盤の上面と想定した。 

・相模川右岸から伊豆半島東方にかけての新第三紀－第四紀の火山岩類が分布する地域、

丹沢山地についても、同様に判断できる。 

・相模川流域には、相模層群と呼称される洪積世（更新統）の地層が複数の段丘面を形

成して分布する。相模層群は、砂礫層（おおむねＮ値 20 以上）と粘土層（Ｎ値 10～

20 以下）の繰り返しから成る。同層群の下部でおおむねＮ値 50 以上を示す礫層を工

学的基盤と想定した。 

・なお、相模川沿いの低地部には、相模層群の上位に礫層主体の沖積層が分布しており、

これらの礫層もＮ値 50 以上を示す場合が多い。このため、土木ボーリングの掘進は、

しばしば沖積層の礫層途中で終了しており、地層区分として相模層群を認定し、その

中に工学的基盤を想定することが、困難な場合も多々ある。この点を考慮して、沖積

層と洪積層の区分にこだわらず、Ｎ値 50 以上の礫層の上面を工学的基盤と想定する

ことも可能ではあるが、上記のように、その下位の相模層群の砂礫層に挟まれる洪積

層の粘土でもＮ値が小さい場合がある。このような地盤状況を最大限地震動予測に反

映させるために、相模層群の下部に工学的基盤を設定する作業を行った。 

・読み取った地層境界データを基に、250ｍメッシュ毎に、深度方向での地質区分とＮ値

区分を設定し、Ｎ値とＳ波速度の相関を用いて、各層にＳ波速度を与えて層構造とし

て設定した。 

・ボーリングデータの存在しないメッシュについては、そのメッシュの近傍で、ボーリ

ングデータが存在している同じ微地形区分のメッシュのデータを基に地層区分を設

定した。微地形区分については、若松・松岡（2013）による区分（図 1.6）を使用し

た。また、周辺部も含めてＮ値 50 以上を示す「工学的基盤（後述）上面」のコンター
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を作成し、それを基にデータのないメッシュでの工学的基盤上面の地盤深度を推定し、

これを用いて地層の層厚を調整した。 

・作成した地層層序モデルを基に、地表から地下 30ｍまでの平均Ｓ波速度（AVS30）を

算出し、横田らの AVS30 と震度増分の関係を基に、震度増分を求めた。 

 

図 1.5 「浅部地盤モデル」を変更したメッシュ(154 メッシュ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.6 若松ら（2013）による 250m メッシュ地形区分  

凡例 
「浅部地盤モデル」を変更

したメッシュ（既存のボー

リングデータが無く、新規

のボーリングデータのみの

メッシュ） 

 

既存のボーリングデータと

新規のボーリングデータが

重複するメッシュ 
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表 1.2 柱状図の地層区分の概要 

地域 
地質 

時代 

地層 

名 
地層区分など Ｎ値 分布状況 

沖積 

低地 

完
新
世(

沖
積
世)

 

完
新
統(

沖
積
層)

 

最上部の泥炭層，粘土･砂を伴う <４～５  

河川成礫層  

粘土層中

の礫層を

層準で区

分 , 粘 土

層の一部

は泥炭質 

粘土層 <４～５ 

砂礫・砂層  

粘土層(海岸低地では海成) <10 

火山灰層 ５～20 

砂礫・砂層 最大 100 

粘土層 <20 

基底礫層相当 50 程度以上 ほぼ全域で確認 

更
新
世 

(

洪
積
世)

 

相
模
層
群 

基 底 礫 層

よ り 下 位

の 地 層 を

上 か ら 順

に区分 

粘土層 20～50 以上 

確 認 され た ボ

ー リ ング 孔 は

少ない 

相 模 層群 相 当

層 が 分布 し な

い地域もある 

砂礫層 <50 

粘土層  

砂礫層 >50～100 

中
新
世 

以
前 

丹
沢
層
群
䥻

小
仏
層
群 

強風化岩盤 <50 

風化ないし新鮮な岩盤 >50～100 

   

台地 

丘陵 

山地 

更
新
世 

(
洪
積
世)

 

ロ
䤀
ム
層 

段
丘
礫
層 

相
模
層
群 

台地、丘陵の表層を覆うロームないし

粘土層 
<10 ほぼ全域で確認 

台地、丘陵のローム層の下位の段丘礫層 

浅部はＮ値がやや小さい 

<50  

>50～100 
ローム層ないし段丘礫層下位の粘土 20～50 以上 

ローム層ないし段丘礫層下位の砂礫 >50～100 

中
新
世 

以
前 

丹
沢
層
群 

小
仏
層
群 

強風化岩盤 <50 

風化ないし新鮮な岩盤 >50～100 
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表 1.3 地域別の地層区分 
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・読み取った地層境界データを基に、250ｍメッシュ毎に、深度方向での地質・土質

区分とＮ値分布を設定し、土質区分とＳ波速度の相関を用いて、各層にＳ波速度

を与えて層構造として設定した。土質とＳ波速度との関係については、横浜市地

震被害想定(2012)による関係（表 1.4）を用いた。 

 

表 1.4 地盤モデルに用いた物性値（横浜市による） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注) 動的変形曲線*は拘束圧によって曲線を変更 

 

 以上の作業で作成した工学的基盤の上面コンター図を図 1.7 に示す。 
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図 1.7 工学的基盤上端深度分布図 

 

ウ 浅部と深部の地盤モデルの接合 

以上の手順で作成した平野部・丘陵部の浅部地盤モデルと深部地盤モデルを接合し

て、各メッシュについて、地震基盤から地表までの速度層構造モデルとした。 

両モデルの境界は、工学的基盤とするが、工学的基盤のＳ波速度の設定に用いるこ

とのできるデータは、あまり多くない。本業務においては、深部地盤モデルの最上位層

のＳ波速度を、前出の内閣府（2013）による深部地盤モデルに基づいて、Vs＝0.3～

0.6km/s とし、これが工学的基盤に相当すると判断して、両モデルを接合した。 

 

エ AVS30 と震度増分の設定 

作成した速度層構造モデルを用いて、地表から地下 30ｍまでの平均Ｓ波速度（AVS30）

を算出し、横田他（2005）の AVS30 と震度増分の関係を基に、震度増分を求めた。 
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図 1.8 今回の調査で作成した地盤モデルから求めた AVS30 
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測手法（「レシピ」） 

・地震調査研究推進本部地震調査委員会：「長周期地震動予測地図」2012 年試作版、平成 24 年

1 月 13 日 

・内閣府(2013)：首都直下のＭ７クラスの地震及び相模トラフ沿いのＭ８クラスの地震等の震

源断層モデルと震度分布・津波高等に関する報告書、首都直下地震モデル検討会、平成 25 年

12 月 

・若松加寿江・松岡昌志(2011)：世界測地系に準拠した地形・地盤分類 250ｍメッシュマップ

の構築，日本地震工学会大会-2011 梗概集, pp.84-85, 2011.11 

・横浜市(1996)：横浜市地盤図 

・横田崇・稲垣賢亮・増田徹(2005)：数値実験による地盤特性と増幅率の関係，日本地震学会

講演予稿集（2005 年度秋季大会），B064，86 
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１．２ 想定地震の震源モデルの作成 

 

 地震動の予測を行う想定地震は、前回調査と同様に、表 1.5 に示す８つの地震とした。

次頁以降の表 1.6～13 に想定地震の断層パラメータを示し、図 1.9～19 に想定地震の位置

図を示す。 

 

表 1.5 想定地震の震源断層モデル 

想定地震名 
ﾓｰﾒﾝﾄ 

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 
（Ｍw） 

震源モデル 

都心南部直下地震 7.3 内閣府（2013） 

三浦半島断層群の地震 7.0 内閣府（2013） 

神奈川県西部地震 6.7 神奈川県（2009） 

東海地震 8.0 内閣府（2012） 

南海トラフ巨大地震（東側ケース） 9.0 内閣府（2012） 

大正型関東地震 8.2 内閣府（2013） 

元禄型関東地震（参考） 8.5 内閣府（2013） 

相模トラフ沿いの最大クラスの地震（参考） 8.7 内閣府（2013） 
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(1) 都心南部直下地震 

都心南部直下地震は、「首都直下のＭ７クラスの地震及び相模トラフ沿いのＭ８クラ

スの地震等の震源断層モデルと震度分布・津波高等に関する報告書」（H25.12 内閣府：

首都直下地震モデル検討会）のモデルを採用した。 

この想定地震は、首都圏が直接的なダメージを受けることを想定した地震で、フィリ

ピン海プレート内の地震として、安政江戸地震を参考に規模はＭw7.3 とし、大正関東地

震の前のＭ７クラスの地震が発生している領域を参考に震源を設定している。 

 

表 1.6 断層パラメータ（内閣府（2013）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.9 断層位置（強震動生成域のみ） 

     ※図中★は破壊開始点 

 

内閣府（2013）の応力パラメータ 62MPa のモデルを用いた  

強震動 

生成域 

【凡例】 
★：破壊開始点 
※都心南部直下地震は、傾斜が 90°であるため、

地図上では直線的な位置図となっている。 
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(2) 三浦半島断層群の地震 

  

 

 

  

139.2 139.6 140.0 140.4

35.2 

35.4 

35.6 

35.8 

139.2 139.6 140.0 140.4

35.2 

35.4 

35.6 

35.8 

図 1.10 断層位置 

太枠内：強震動生成域 

※図中☆は破壊開始点 

図 1.11 神奈川県（2009）による断層位置 

緑領域：強震動生成域 

※図中☆は破壊開始点 

表 1.7 断層パラメータ（内閣府（2013）） 

強震動生成域 

三浦半島断層群の地震の断層モデル

は、「首都直下のＭ７クラスの地震及び

相模トラフ沿いのＭ８クラスの地震等

の震源断層モデルと震度分布・津波高

等に関する報告書」（H25.12 中央防災会

議 ）のモデルを採用した。 

 

【凡例】 
太い線内：強震動生成域 
細い線内：断層全体 
★：破壊開始点 
※今回の調査では、強震動生成域で地震動が

発生するものとして計算を行っている（以

下同じ）。 
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(3) 神奈川県西部地震 

 

 

 

  

表 1.8 断層パラメータ（前回調査） 

図 1.12 断層位置 

太枠内：強震動生成域 

※図中★は破壊開始点 

【凡例】 
太い線内：強震動生成域 
細い線内：断層全体 
★：破壊開始点 
 

神奈川県西部地震は、前回調

査のモデルを採用した。 

この想定地震は、「神奈川県西

部地震被害想定調査報告」（1993

神奈川県）で石橋（1988）の「西

相模湾断裂」に基づき設定した

ものである。 
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(4) 東海地震 

内閣府（2012）「南海トラフの巨大地震」における東側ケースのうち、「駿河湾域」の

断層モデルのみを用いて、地震の揺れを計算した。 

※従来の震源モデルからは、強震動生成域に御前崎沖の部分を入れる必要があるが、「東

海域」の他の強震動生成域との分離が困難であることから、「駿河湾域」のみを考慮す

ることとした。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    図 1.14 神奈川県（2009）による断層位置 

  

表 1.9 断層パラメータ（内閣府（2012）） 

図 1.13 断層位置 

【凡例】 
太い線内：強震動生成域 
細い線内：断層全体 
★：破壊開始点 
 

対象部分 
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(5) 南海トラフ巨大地震（東側ケース） 

 

 

 

  

表 1.10 断層パラメータ（内閣府（2012）） 

図 1.15 断層位置 

【凡例】 
太い線内：強震動生成域 
細い線内：断層全体 
★：破壊開始点 
 

南海トラフ巨大地震の断

層モデルは、「南海トラフの

巨大地震による震度分布・

津波高について（第一次報

告）」（H24.3.31 内閣府：南

海トラフの巨大地震モデル

検討会）の複数のモデルの

うち、「東側ケース」のモデ

ルを採用している。 

この想定地震は、1707 年

宝 永 地 震 以 降 の ５ 地 震

（1707 年 宝永地震、1854年 

安政東海地震、1854 年 安政

南海地震、1944 年 昭和東南

海地震、1946 年 昭和南海地

震）の震度を重ね合わせた

震度分布を概ね再現するよ

うに強震動生成域を設定し

ている。 
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(6) 大正型関東地震 

 

 

 

  

図 1.16 断層位置 

図 1.17 神奈川県（2009）による断層位置 

緑領域：強震動生成域 

※図中★は破壊開始点 

表 1.11 断層パラメータ（内閣府（2013）） 

強震動 

生成域 

① 

強震動 

生成域 

② 

強震動 

生成域 

③ 

強震動 

生成域 

④ 

強震動 

生成域 

⑤ 

大正型関東地震の断層

モデルは、「首都直下のＭ

７クラスの地震及び相模

トラフ沿いのＭ８クラス

の地震等の震源断層モデ

ルと震度分布・津波高等に

関する報告書」（H25.12 中

央防災会議 ）のモデルを

採用した。 

このモデルは、1923 年大

正関東地震における建物

被害から推計される震度

分布と地殻変動の新たな

分析結果を再現するよう

に強震動生成域を設定し

ている。 

 【凡例】 
太い線内：強震動生成域 
（断層全体の位置は示して

いない） 
★：破壊開始点 
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(7) 元禄型関東地震 

 

 

  

表 1.12 断層パラメータ（内閣府（2013）） 

図 1.18 断層位置 

強震動 

生成域 

① 

強震動 

生成域 

② 

強震動 

生成域 

③ 

強震動 

生成域 

④ 

強震動 

生成域 

⑤ 

【凡例】 
太い線内：強震動生成域 
（断層全体の位置は示していない） 
★：破壊開始点 
 

元禄型関東地震

の断層モデルは、

「首都直下のＭ７

クラスの地震及び

相模トラフ沿いの

Ｍ８クラスの地震

等の震源断層モデ

ルと震度分布・津波

高等に関する報告

書」（H25.12内閣府：

首都直下地震モデ

ル検討会）のモデル

を採用している。 

この想定地震は、

1703 年元禄関東地

震における震度分

布と津波の痕跡を

再現するように強

震動生成域を設定

している。  
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(8) 相模トラフ沿いの最大クラスの地震 

 

 

 

 

 

  

図 1.19 断層位置（強震動生成域のみ） 

表 1.13 断層パラメータ（内閣府（2013）） 

強 震

動 生

成 域

① 

強 震

動 生

成 域

② 

強 震

動 生

成 域

③ 

強 震

動 生

成 域

④ 

強 震

動 生

成 域

⑤ 

【凡例】 
太い線内：強震動生成域 
（断層全体の位置は示していない） 
★：破壊開始点 
 

相模トラフ沿いの最

大クラスの地震の断層

モデルは、「首都直下の

Ｍ７クラスの地震及び

相模トラフ沿いのＭ８

クラスの地震等の震源

断層モデルと震度分

布・津波高等に関する

報告書」（H25.12 内閣

府：首都直下地震モデ

ル検討会）のモデルを

採用している。 

「相模湾で発生する

最大規模の巨大地震」

として、地震学的に考

えられる震源断層域が

物理的に連動してほぼ

同時に発生する可能性

がある領域を設定して

いる。 
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参考文献： 

・内閣府(2012)：南海トラフの巨大地震による震度分布・津波高について（第一次報告）、南

海トラフの巨大地震モデル検討会平成 24 年 3 月 31 日 

・内閣府(2012)：南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告） 強震断層モデル編 

－強震断層モデルと震度分布について－、南海トラフの巨大地震モデル検討会、平成 24 年

3 月 31 日 

・内閣府(2013)：首都直下のＭ７クラスの地震及び相模トラフ沿いのＭ８クラスの地震等の

震源断層モデルと震度分布・津波高等に関する報告書、首都直下地震モデル検討会、平成

25 年 12 月  
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１．３ 地震動の予測手法 

 

(1) 地震動予測手法 

地震動の予測手法は、内閣府の首都直下地震モデル検討会による手法を用いた。工学

的基盤における強震波形を統計的グリーン関数法により算出し、表層の震度増分を加え

ることで地表の震度分布を算出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.20 地震動予測の概念図 

 

 

工学的基盤上における波形は統計的グリーン関数法を用いて計算した。統計的グリーン

関数法では、グリーン関数として、ω-2 則に従う震源特性に従うスペクトルモデル

（Boore,1983）を考え、これに経験的な位相特性を与えたものを使用する。深部地盤構造

は一次元成層構造として Haskell Matrix により地盤応答を考慮する。この波形をグリー

ン関数と考え、Irikura（1986）に従い波形合成を行い、大地震の地震動波形を求める。以

下に具体的な作業内容を示す。 

 

 

 

出力：加速度波形

・計測震度、SI値、地表
最大速度など

地表

工学的基盤

地震基盤

震源断層

浅部地盤
モデル

深部地盤
モデル

統計的
グリーン関数法

等価線形解析

出力：地表計測震度

・SI値、地表最大速度
など

震度増分

換
算

計
算

3次元差分法

ハイブリッド法

工学的基盤波形
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①対象とする断層面を小断層に分割し、小断層毎に、Boore（1983）の手法により ω-2

を満たす振幅スペクトルの形状を求める。このスペクトル形状は以下のとおりであ

る。 

R
Mo

R
S e

QR

A

c










22

3
)

max
( 2)( 2

1

1

14
)(







  

 ここで cc f 2 ，   3/16109.4 Mofc    

  maxmax 2 f  ， Hzf 6max   [鶴来・他(1997)、兵庫県南部地震の解析値] 

なお、Mo は地震モーメント、ρ は密度、β は媒質のＳ波地震波速度である。 

 

②上式中の R はラディエーション係数であるが、これは、各小断層から計算地点への

方位角、射出角により計算する。この時、Kamae and Irikura（1992）と同様に、周波

数依存型の放射特性を導入した。これは、周波数 0.25Hz 以下では理論的放射特性に従

い、2.0Hz 以上では等方的な放射特性となるものである。ここではＳ波のみを考えて

いるため、SH 波、SV 波毎に振幅スペクトルを求める。 

③小断層毎にすべり量・モーメント解放量が異なる場合は、それに応じて各小断層の Mo、

Δσ を設定する。 

④Q 値は木下（1993）により、Q=100ｆ0.7(ｆ＞１Hz)，Q=100(ｆ＜１Hz)とする。 

⑤以上は、振幅スペクトルについて考えているが、南海トラフの地震（最大クラス、東

海地震）においては Boore（1983）に従い、首都直下の地震（都心南部直下、三浦半島

断層群、神奈川県西部、大正型関東、元禄型関東、相模トラフ沿いの最大クラス）に

ついては佐藤に従って、ホワイトノイズに包絡形を施した波形のスペクトルをかけ合

わせ、位相を与える。 

なお、全ての小断層に対して共通の位相波形を使用する。 

⑥上記手法で作成した計算地点での地震基盤におけるスペクトルに対して、工学的基盤

までの地盤構造による増幅を考慮するため、SH波については斜め入射の SH波動場を、

SV 波については、P-SV 波動場の応答計算を行う。 

⑦求められた工学的基盤での Transverse、Radial、UD 波形を NS、EW、UD に射影する。 

⑧工学的基盤での各小断層からの波形を Irikura（1986）及び入倉他（1997）に従って、

それぞれの成分毎に足し合わせる。これより、工学的基盤での３成分波形を求める。 

なお、計算のメッシュ単位は基準地域メッシュ（約１km メッシュ）とした。 

⑨工学的基盤の３成分波形から、気象庁の計測震度の考え方に則って、計測震度を算出

する。 

⑩４分の１地域メッシュ（約 250ｍメッシュ）での震度への変換は、中央防災会議（2003）

による方法をとった。ある 250ｍメッシュを囲む４点の１km メッシュでの震度を以下

の式で内挿して 250ｍメッシュの震度を求めた。 

     A(x､y)＝ax+by+cxy+d 

⑪小断層からの波形（要素波）作成時の位相の設定に乱数を用いることから、前回調査

で使用した５種類の乱数を用いて５種類の要素波を作成して工学的基盤の波形を求

め、これから５種類の工学的基盤の震度分布を作成し、メッシュごとに平均した震度

を最終的な工学的基盤の震度とした。 

⑫工学的基盤の計測震度に、250ｍメッシュごとの震度増分を加えて、250ｍメッシュご

との地表の計測震度を算出する。計測震度から最大加速度、最大速度、SI 値への算出

は、計測震度から童・山崎（1996）による換算式によって算出した。工学的基盤の計
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測震度に、４分の１地域メッシュ（約 250ｍメッシュ）ごとの震度増分を加えて、250

ｍメッシュごとの地表の計測震度を算出する。 

なお、計測震度から最大加速度、最大速度、SI 値への算出は、童・山崎による換算式

による。   

図 1.21 に統計的グリーン関数法による工学的基盤における波形計算の流れを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.21 統計的グリーン関数法の計算の流れ 
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(2) 長周期地震動を含む広帯域の地震動の予測手法 

神奈川県で別途実施している危険物タンクのスロッシングによる被害想定（石油コン

ビナートの被害想定）に用いるため、長周期地震動を含む広帯域の地震動を検討した。 

スロッシング（液面揺動）とは、地震波と容器内の液体が共振して液面が大きく揺れ

る現象である。これにより、特に浮き屋根式の危険物タンクでは、浮き屋根の損傷、内

容物の溢流、火災の発生といった重大な被害が生じる危険性があり、このような被害の

発生は、スロッシングによる揺れの大きさ（スロッシング最大波高）にある程度依存す

ることが示されている。 

スロッシング最大波高は、周期 Ts における速度応答スペクトルが得られれば容易に

計算することができることから、従ってスロッシング最大波高の推定には、想定地震に

よる長周期地震動特性（速度応答スペクトル）を予測することが重要になる。 

 

ア 長周期地震動の予測対象地震 

地震の規模が大きい以下の地震について、長周期地震動の予測を行う。 

・南海トラフ巨大地震 

・大正型関東地震 

・元禄型関東地震（参考） 

・相模トラフ沿いの最大クラスの地震（参考） 

 

イ 長周期地震動予測のモデル 

ハイブリット法による長周期地震動の予測を行うため、強震動を想定した際に用いた

震源モデルを用いた。 

 

ウ 予測対象箇所 

石油タンクのスロッシングの検討を行う基礎資料とするため、石油コンビナートの所

在メッシュを対象とした。また、県庁、市役所、区役所、町村役場の所在メッシュにつ

いても、計算を行った。 

 

エ 長周期地震動の計算方法 

強震動を予測した際に用いた「統計的グリーン関数法」の計算結果と「差分法」によ

る地震動の計算結果を「マッチング・フィルター」を施し、足し合わせて長周期地震動

を作成した（ハイブリッド法）。 

波形を足し合わせる際には、両計算法でのＳ波初動を合わせて、波形を足し合わせた。

「マッチング・フィルター」は、差分法と統計的グリーン関数の計算結果の振幅の構成

が、周期４秒で 1:0、周期 3.4 秒で 0.5：0.5、周期 3.0 秒で 0:1 となる特性を有する。 

また、工学的基盤から地表面までは、浅部地盤モデルを考慮した応答計算を行った。 
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図 1.22 長周期地震動予測の概念図 
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統計的グリーン関数

法および差分法によ

る長周期地震動計算 
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１．４ 液状化の予測手法 

 

(1) 液状化地域の抽出 

若松・松岡（2013）による250ｍメッシュ微地形区分を用いて、液状化の可能性があ

る沖積層や盛土などのゆるい砂質土層が分布するメッシュを抽出した。微地形区分の中

で液状化の可能性がある微地形を表1.14に示す。 

 

表1.14 液状化の可能性がある微地形 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 液状化予測計算に用いる地下水位の設定 

液状化計算に用いる地下水位については、ボーリングデータの孔内水位より地下水位

コンターを作成して求めた。ただし、ボーリングデータの孔内水位をそのまま用いると

危険性を過大に評価にする可能性があることから、以下の手順で250ｍメッシュ地下水

位を設定した。 

① ボーリングデータの孔内水位データを基に地下水位コンターを作成し、250ｍメッ

シュ中心における地下水位を求めた。 

② (1)で用いたデータについて、安田他（2009）を参照して標高と孔内水位との関係

をグラフにプロットし、両者の関係式を求めた。 

※安田 進、石田栄介、細川直行（2009）：液状化のハザードマップにおける作成方法

の現状と今後の有り方，土木学会論文集A1（構造・地震工学），Vol.65，No.1，（地震

工学論文集第30巻），pp.188-194. 

③ ②のグラフにおけるデータのばらつきを考慮し、①の地下水位が②の関係式による

地下水位＋σの値よりも大きくなる場合は、②の関係式による地下水位＋σの値を

採用した。すなわち、①と②＋σの値を比較して浅い方を250ｍメッシュの地下水位

とした。 

④ 細粒分含有率（Fc）の設定 

前回調査において、土質試験結を基に設定した、以下の式を用いた。 

  Fc(%)＝3978/(N+47.3)-38.5   

N:N 値 

 

 微地形区分 
1 山地 
2 山麓地 
3 丘陵 
4 火山地 
5 火山山麓地 
6 火山性丘陵 
7 岩石台地 
8 砂礫質台地 
9 ローム台地 
10 谷底低地 
11 扇状地 
12 自然堤防 
13 後背湿地 

 

若松・松岡(2013)の 

微地形区分中で、10 

～20 と 22 が液状化の 

可能性がある地層が分 

布する微地形である。 

 微地形区分 
13 後背湿地 
14 旧河道 
15 三角州・海岸低地 
16 砂州・砂礫州 
17 砂丘 
18 砂州・砂丘間低地 
19 干拓地 
20 埋立地 
21 岩礁・磯 
22 河川敷・河原 
23 河川・水路 
24 湖沼 
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図1.23          
250ｍメッシュ微地形区分 
（若松・松岡，2013）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.24           
収集したボーリングデータ 
の孔内水位        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.25  
  今回設定した250ｍメッシュ 

          内               の地下水位 
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(3) 液状化予測 

液状化危険度の計算は、道路橋示方書の方法に準じて、FL法及びこれを深度方向に重

み付けして積分したPL法を用いて計算し、液状化による被害を想定した。また、液状化

による建物被害の想定に用いるため、地盤の沈下量を内閣府（2012）の方法に従って計

算した。 

 

① FL法及びPL法による危険度判定 

液状化予測計算は、前節の地震動予測結果及び上記の地盤モデルを用いて、「道

路橋示方書」(道路協会，2014)に代表されるFL法及びこれを深度方向に積分したPL

法により行った。予測単位は、250ｍメッシュとし、予測結果は、岩崎他(1980)によ

る液状化危険度判定（PL値によるランク判定）を基にメッシュ単位で整理した｡表

1.15にPL値による液状化危険度判定区分を示す。 

※(社)日本道路協会(2014):道路橋示方書・同解説 Ⅴ 耐震設計編 

※岩崎 敏男、龍岡 文夫、常田 賢一、安田 進(1980)：地震時地盤液状化の程度の

予測について、土と基礎,28,4,23-29. 

 

表1.15 PL値による液状化危険度判定区分（岩崎ら，1980） 

 PL＝0 0＜PL≦5 5＜PL≦15 PL＜15 

PL値による液状

化危険度判定 

液状化危険度は

かなり低い。液

状化に関する詳

細 な 調 査 は 不

要。 

液状化危険度は

低い。特に重要

な構造物に対し

て、より詳細な

調査が必要。 

液状化危険度が

高い。重要な構

造物に対しては

より詳細な調査

が必要。液状化

対策が一般に必

要。 

液状化危険度が

極めて高い。液

状化に関する詳

細な調査と液状

化 対 策 は 不 回

避。 

 

 

 ② 沈下量の推計 

内閣府（2012）の方法に従って、液状化に伴う地盤の沈下量を求めた。 

液状化に伴う地盤の沈下量 S は、建築基礎構造設計指針(2001) に示されている補正 N

値と繰返しせん断ひずみの関係（図 1.26）を用いて、補正 N 値と応力比のプロット点に

対応する繰返しせん断ひずみを隣接する γcy 曲線の対数補間により求めた。 

このとき、繰返しせん断ひずみ 8%の曲線より左側にプロットされる場合には γcy＝8%

とし、0.5％より右側にプロットされる場合には、γcy＝0.5％とした。 

繰返しせん断ひずみ γcy を体積ひずみ εv として読み替えた。その上で、沈下量 S を

次のようにして推定した。 

 



n

i
viiHS

1

  

ここに、  

S：沈下量 
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Hi：FL<1.0 となる砂質土層 i の層厚 

εvi：FL <1.0 となる砂質土層 i の体積ひずみ 

n：FL <1.0 となる砂質土層数 

 

 

図 1.26 補正 N 値と繰返しせん断ひずみの関係 

（建築基礎構造設計指針(2001),p66,図 4.5.7 補正 N値と繰返しせん断ひずみの関係に加筆） 
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１．５ 急傾斜地崩壊の予測手法（更新手法） 

 

(1) 概要 

崖崩れ等の被害については、土砂災害警戒区域を対象として、国土地理院地震時地盤災

害推計システム（SGDAS）の手法（中埜・大野 2021）を参考にした手法で危険度を想定し

た。 

中埜・大野（2021）では、DEM データから計算した傾斜・曲率と地表最大加速度から斜面

崩壊危険度を求める。土砂災害警戒区域内に含まれる 10mDEM データ全てについて計算し

た斜面崩壊危険度の平均値を、各警戒区域の危険度とする。手法の流れを図 1.27 に示し

た。 

 

図 1.27 地滑り等の斜面災害危険度想定の流れ（中埜・大野（2021）に加筆） 

 

①震度の推計 

震度については、各想定地震について計算された 250m メッシュの計測震度を採用した。

地表最大加速度については、童・山崎（1996）による震度と加速度との関係式を用いて計

算した。 
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②斜面崩壊の推計 

斜面崩壊については、神谷他（2013）の修正六甲式による手法により危険度を判定した。 

これは、土砂災害警戒区域内の DEM データをもとに 10m メッシュ単位で崩壊/非崩壊を

「修正六甲式」により判定し、これを積算して斜面（イエローゾーン）ごとの危険度を判

定する手法である。修正六甲式は、国総研（2004）による六甲地域における斜面崩壊の推

計式を改良したものである。 

詳細については、「(2) 斜面崩壊の推計」で述べる。 

 

③脆弱な地質情報による補正 

当該メッシュの地形が脆弱である場合は、斜面崩壊の推計値を 1 段階高い値に補正した。 

詳細については「(3) 脆弱な地質情報による補正」で述べる。 

 

(2) 斜面崩壊の推計 

斜面崩壊の危険度については、以下の流れで計算した。 

①   次式により、10m メッシュ単位で崩壊／非崩壊を判定した。 

𝐺 = 4.38 ∙ 𝑙𝑜𝑔ଵ଴(𝑠 − 119𝑐) + 3.93𝑙𝑜𝑔ଵ଴𝑎 − 15.27  

ここで、 

G：修正六甲式（神谷他 2013）による斜面崩壊危険度判定式（G >0：崩壊、G<0：非崩

壊） 

s：地表面の傾斜（°）（計算方法については西田他（1997）による）（図 1.28） 

c：曲率（m-1）（計算方法については西田他（1997）による）（図 1.28） 

a：地表面最大加速度（gal） 

②  斜面内の各メッシュの修正六甲式の値を Gi としたとき、Gi ＞0 となるメッシュについ

て、Gi の平均値から表 1.16 により危険度を求めた。2004 年中越地震における検証結果

（神谷 2013）を図 1.29 に示した。 
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図 1.28 斜度、曲率の計算方法（西田他（1997）） 

 

表 1.16 修正六甲式による手法における危険度ランク（中埜他（2013）） 

危険度ランク 0（小） 1 2 3 4（大） 

Gi の平均値 0.0～0.2 0.2～0.4 0.4～0.8 0.8～1.6 1.6～ 
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図 1.29 2004 年中越地震における検証結果（神谷（2013）） 

 

(3) 脆弱な地質情報による補正 

神谷（2013）で挙げられている脆弱な地質のうち、以下の項目について該当するメッシ

ュを抽出し、斜面崩壊の危険度を 1 ランク高くした。 

①  超苦鉄質岩 

②  高圧型変成岩 

③  火砕流堆積物 

④  新第三紀以降の堆積岩類 

⑤  いわゆるグリーンタフ 

⑥  メランジュ 

以上については、産総研による 20 万分の 1 シームレス地質図を用いて抽出した。 

抽出した脆弱な地質に該当する範囲を図 1.30 に示した。 
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図 1.30 20 万分の 1 シームレス地質図を用いて抽出した「脆弱な地質」の分布 

 

 

 

 

  


